
  

四   賃 金
(一)   名目賃金,実質賃金の推移

一 上半期(一-六月)における名目賃金水準は基準賃金が改訂されたガス・電気・水道業を除けば,おおむね
前年と同じ傾向を持続し,微騰若しくは停滞傾向を示していたが,六月末の朝鮮動乱勃発以降は特需その他
により生産部門においては相当の上昇を示している。

二 毎月勤労統計の六大産業労働者一人一ヵ月あたり平均現金給与総額によると,二五年々間平均は九,六八
七円となり,二四年平均の八,〇一九円に対し二〇・八%上昇している。(第三四,三五表参照)

三 つぎに本年内の推移をみると,一月は年末賞与の繰越分等があつたために九,九二三円であつたが,二月
には八七六二円と減少し,一部産業における基準賃金改訂の影響によつて三,四月に不規則な変動を示した
が,五月にはほぼ二月の水準の八,八〇四円となつた。しかし六月以降は上昇に転じて一一月には一〇,〇
五,円となり,一二月は三,七四六円という多額の臨時給与の支給があつたので,一三,四一三円の高水準を示
した。(第三四表参照)

しかし下半期(七-一二月)の上半期に対する上昇率は前年の一二・〇%に対し二五年は一三・四%で,一二
月を除いてみると前年の七・九%に対し六・五%と逆に上昇率は減少している。(第三四,三五表参照)

第三四表 産業別賃金の推移
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第三五表 産業別賃金指数
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第三六表 産業別賃金の推移

昭和25年 労働経済の分析



第三七表 産業別賃金指数

昭和25年 労働経済の分析



四 「きまつて支給する給与」についても,ほぼ同様の傾向がみられ,上半期の八,四五〇円に対し下半期は
九,一二六円で八・〇%の上昇にとどまつている。(第三六,三七表参照)

五 右のように六大産業における現金給与総額の増加は低調であつたが,六大産業平均による実質賃金は前
年に比較して約三割の上昇をみた。すなわち上半期においては,消費者物価指数(C・P・I)は前年下半期に
引きつゞいて徴落傾向を持続して六月には二三年末の水準にもどり,従つて実質賃金は上昇したのである
が,これに対して下年期においては,朝鮮動乱の影響を受けてC・P・Iの下降はとまり停滞微騰傾向に転じ
たが,その上昇を上廻つて名目賃金が増加し,実質賃金を引上げた。本年における実質賃金の上昇が,朝鮮動
乱を境として前後それぞれ異なる形において達成されたことは極めて特徴的である。(第三八表参照)

第三八表 実質賃金の推移
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第三九表 戦前基準実質賃金指数
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六 とのように,戦後年々改善の傾向を示していた実質賃金は二五年においても年間を通じて改善され,製造
工業について戦前(昭和九-一一年平均)に比較すると,二四年平均が七一%(税引では六三%)であるのに対し
て,二五年平均では九三%(同じく八五%)に回復している。(第三九表参照)
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四   賃 金
(二)   産業別の傾向

七 六大産業の綜合についてみられる上半期の停滞傾向と下半期の上昇傾向は,製造工業においてより顕著
にみられる。すなわち現金給与総額では,下半期の上半期に対する上昇率は前年の八・五%に対し二五年
は一六・一%とたり,一二月を除いてみても,なお前年の四・五%に対し九・一%の上昇を1示している。ま
た「きまつて支給する給与」についてもほぼ同様の傾向がみられ,上半期の八,〇一九円に対し下年期は八,
八〇八円で九・八%の上昇を示している。しかしながら,このよう九二五年における「きまつて支給する
給与」の上昇は,労働時間の増加傾向に基くものが大であると判断される。すなわち「含まつて支給する
給与」を一人一ヵ月総実働時間数で除して一-三月基準に指数化すると,九月までは停滞しており,一〇月以
降漸く上昇に転じている。(第四〇表参照)

八 さらに産業別に第一,四半期と第四,四学期を比較してみると,特に上昇率の高いものは紡織工業(四六%)
金属工業(二八%),機械器具工業(二-五%),上昇率の低いものは金融業(二%)であり,他の産業についてはい
ちじるしい差異は認めがたい。(第三四,三五表参照)

九 つぎに「きまつて支給する給与」によつて同じく第一,四半期と第四・四半期を比較してみると,上昇率
の高いものは,やはり紡織工業(二七(%))機械器具工業(二二%),金属工業(一九%),鉱業(一九%),窯業及び土
石工業(一七%)及び製材木製品工業(一五%)であり,上昇率の低いものは金融業(二%),運輸通信及びその他
の公益事業(三%),商業(六%),化学工業(六%)及び食料品工業(九%)である。(第三六,三七表参照)

第四〇表 製造工業「きまつて支給する給与」の一ヵ月及び一時間当り賃金指数
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一〇 上昇率の高い紡織工業は年間を通じて原料輸入に恵まれ,かつ海外需要が増加したことにより,また鉱
業は他の産業の生産増強に伴う需要の増加によつていずれも企業内容は好調で,賃金増額の大なる部分を
協定締結に負うものであり,金属工業及び機械器具工業は動乱以後最も特需の影響を受けた部門として時
間外手当及び生産増加に伴う諸手当の増加によるものであつて,特に金属工業は二三年以降最高にあつた
金融業の水準に迫つている。

一一 給与の絶対額の相対的に高く,かつ前年において他産業との格差を広めた金融業及び商業は二五年中
極めて安定した動きを示している。これに反し運輸通信及びその他の公益事業の低位性は運輸,通信,水道
業等の公共企業における賃金水準の停滞によるものである。

一二 とくに二五年中に特徴ある動向を示した産業として,鉄道車輌製造業について一人一ヵ月あたり平均
現金給与総額の推移をみれば,五月八,九七四円,八月一〇,一四二円(五月を一〇〇とすると一一三,以下同
じ)一〇月一〇,四二一円(一一六),一一月一一,六三〇円(一三〇),一二月一三,二〇二円(一四七)と逐月増加し
ている。これは前年以来有効需要の減退によつて大量の人員整理,賃金切下げ等を行いつつ経営合理化を
行つていたが,朝鮮動乱による特需によりにわかに生産が伸長したことによるものである。(第四一表参
照)

一三 つぎに輸出好調の製糸業においては,前年工場の設備の増加によつて戦後最高の生産水準を記録した
が,その後内外需要の減退による滞貨の増大により操業短縮を余儀たくされた。しかし本年下半期におい
て輸出は海外市場の好転により激増し,国内需要も旺盛となつた上,一方蚕繭増牧により生糸生産は八月に
戦後最高に達し,以降各月好記録を示した。乙のため,紡織工業の大部分における賃金ベース引上げの例に
洩れず下半期に基準賃金の引上げが行われた。すなわち一人一ヵ月平均現金給与総額の五月が三,三五二
円であるのに対し,八月四,三六六円(五月を一〇〇として一三〇,以下同じ),一〇月四,四〇九円(一三二),一
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一月四,三二六円(一二九),一二月七,二九八円(二一八)という上昇がみられる。(第四一表参照)

第四一表 主要産業における賃金の推移

一四 また石炭鉱業,金属鉱業は間接的に特需の影響を受けた産業として賃金の動きが注目される。すなわ
ち石炭鉱業においては,昨二四年なかばの国家援助打切りを契機として企業合理化が甚しく進展し,出炭高
は年々上昇を続け,一人当り生産量も増加の一途をたどつた。しかしながら年央までは有効需要の減退に
伴つて尨大な滞貨を生ずるに到つた。七月以降,局面は一変し,荷渡実績は激増し,生産能率はさらに上昇し
た。この状況は能率給的な賃金面に端的に反映し,一人一ヵ月平均現金給与総額は五月九,二九九円に対し
一時金の支払われた八月は一〇,七三四円(五月を一〇〇として一一五,以下同じ),一〇月一〇,〇四七円(一
〇八),一一月一〇,一二五九円(一一一),一二月一一,六一三円(一二五)と著実な上昇をたどつている。(第四
一表参照)

一五 金属鉱業においても,また昨年に引続いて上半期においては生産活動は萎縮していたが,下半期に入る
と朝鮮動乱を契機とする国際的軍拡の影響をうけつつ金属材料の物価は急騰し,生産も上昇に転じた。賃
金面に現われた影響はつぎの如くである。すなわち五月八,五一五円,八月八,五一二円であるのに対し,一
〇月は九,四三二円(五月を一〇〇として一一一),一一月一〇,一三四円(一一九),一二月一西,四六四円(一七
〇)と顕著な上昇を示している。(第四一表参照)

一六 これに引換え,鉄道業においては一人一ケ月平均現金給与総額でみると,五月は七,七七一円,八月は八,
六三○円(五月を一〇〇としご一一一),一〇月八,四四〇円(一〇九),一一月七,八二九円(一〇一)と極めて低
調な動きを示していたが,一二月には国鉄裁定履行金の支給があつたため一挙に一四,五八五円(一八八)に
増加した。(第四一表参照)
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一七 なお,他の産業についても,前述の産業以上に二五年内に特徴ある変動を示したと考えられるが,残念
ながら二五年一〇月分より産業分類が変更され,一貫した数字をえることが出来たい。

一八 また,二五年々間における日雇労務者の賃金は港湾運送業においてやや一般常用労働者に近い上昇が
みられたほかは,上昇は微弱であつて,下半期においては特別の変化はみられたかつた。(第四二表参照)

一九 つぎに産業間の賃金格差を製造工業を基準としてみれば,二五年において格差の高いものは金融業(一
五五,五)金属工業(一三二・〇),商業(一二四・〇)及び化学工業(一一八・一)で,格差の低いものは紡織工業
(六四・一),製材及び木製品工業(六七・七)及び其の他の工業(七二・五)であり,他の産業は産業分類の変更
により年間を通じてみることの出来ないガス・電気・水道業及び運輸通信業を除けばおおむね上下一
〇%以内の格差を示しているに過ぎない。また前年に比して格差の上昇した産業は金融業(四%),紡織工業
(三・六%)及び金属工業(一・五%)で,逆に格差の低落した産業としては印刷製本業(七%),食料品工業(五・
六%),其の他の工業(三・五%)及び鉱業(四・八%)が目立ち,製材及び木製品工業,窯業及び土石工業,機械器
具工業は二%前後の低落を示した。商業及び化学工業はほとんど保合状況にある。前年に対し格差の上
昇或いは保合の産業は紡織工業を唯一の例外として,何れも平均賃金の高い産業であることは注目されな
ければならない。次に本年中の推移を見れば,紡織工業及び金属工業はほゝ上昇傾向を示しており,金融業,
商業,化学工業,其の他の工業等には下向傾向がみられる。(第四三表参照)

二〇 また全事業所の平均賃金を基準とする事業所規模別賃金格差を朝鮮動乱の影響をもつとも多く受け
た製造工業でみると,一,〇〇〇人以上及び五〇〇人以上九九九人の規模における現金給与総額の第一・四
半期の平均一〇,〇三〇円,四,四七一円が第二・四半期平均ではそれぞれ九,七〇〇円,九,〇六二円と減少し
ているのに対し,五〇〇人未満の各規模においては,二〇〇-三〇〇円以上の増加を示しており,従つて規模
別賃金格差(平均=一〇〇)は一,〇〇〇人以上は第一・四半期の一一八・七よむ第二・四半期の一一四・七
へ,五〇〇人以上九九九人の規模では同じく一一二・一から一〇七・一へと低下を示しているのに対して
三〇人以上四九人の規模は七二・六から七六・六へ,五〇人以上九九人の規模は八三・八から八五・〇へ
と格差縮少の傾向を示していた。ところが朝鮮動乱を境として第三・四半期から第四・四半期に五〇〇
人以上の規模における賃金の上昇は二,〇〇〇円を越え,五〇〇人未満,とくに一〇〇人未満の規模における
一,〇〇〇円未満の賃一金上昇をはるかに上廻り,事業所規模別賃金格差は一,〇〇〇人以上及び五〇〇人以
上九九九人の規模において,それぞれ第三・四半期の一一六・四及び一〇九・三から第四・四半期の一二
一・五及び一一一・五へと上昇しているのに対し,三○人以上四九人及び五〇人以上九九人の規模では第
一二・四半期の七三・〇,八三・二から第四・四半期の六九・三及び七七・五と低下し,格差拡大傾向を示
している。(第四四表(A)参照)

第四二表 日雇労務者一日当り平均賃金
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第四三表 産業中分類別賃金格差の推移
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第四四表 製造工業事業所規模別平均賃金

昭和25年 労働経済の分析



二一 これを年末手当等を除外した「きまつて支給する給与」についてみてもほゞ同様の傾向がみられる
が,たゞ二〇〇人以上四九九人の規模において格差が第一・四半期の九八・二から第二・四半期の九八・
八へと上昇したのに引続き第三・四半期,第四・四半期が一〇〇・六及び一〇〇・七と上昇したことは注
目され,下半期における事業の活況が大規模事業所ほど強く,従つて中小規模においては大規模ほどの臨時
給与増加の行えなかつたことを示すものである。(第四四表(B)参照)
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四   賃 金
(三)   賃金構成の動向

二二 まず毎月勤労統計により,六大産業労働者について「きまつて支給する給与」に対する「特別に支払
われた給与」の比率をみると,本年上半期は昨年と同じく縮減の傾向をたどつていたが,六月以降増加傾向
に転じた。すなわち昨年末の賞与等の繰越のあつた一月及び電気業における給与改訂に伴う一時金と遡
反払の支払われた四月を別として二,三,五月には三-五%にとどまつていた「特別に支払われた給与」は,
六月以降賞与期たる七月以後においても六-七%を維持し,一二月には二四年一二月の二〇・八%に対し三
八・八%とほとんど一・九倍の比率に達した。このような「特別に支払われた給与」の増加は,基準賃金
改訂の際にみられる一時金または遡及払とともに企業利潤の増大による臨時賞与等に帰せられる(第四五
表参照)。特に金融業及び商業においては定期的に臨時給与が支給されるに至つた。

二三 つぎに,従来の給与体系並びにその内容は生活保証給的な給与の割合が多く,年令の高低,勤続年数の
長短及び扶養家族の多少等によつて,その主要部分が決定されていた。しかし,既に終戦後五年を経過し実
質賃金が相当回復を見たので,労働の質と量に応じない給与配分は再検討が行われ,漸次真に労働の質と量
とに応するよう職務給,能率給等について広範な研究が行われ,一部における実施がみられた。かつ給与体
系全体としても生活保障給的な諸手当が整理され,簡素化される方向に向いつゝある。

二四 これらの給与体系修正の動向を示すものとしては,部分的にではあるが次のような現象が見られる。

(1)家族給については,全体的な賃金が引上げられてもその額は殆ど据置き,地域給については地域差
の巾が漸次圧縮されてきた。 

(2)従来,物価手当,特別加給金,地域手当等の名目で加給していたのを廃止し,基本給に吸収する等給与
体系の簡素化を図る。 

(3)朝鮮動乱以後一部特需産業の間においては,組合側提出の賃金引上要求に対し,会社側が所定労働
時間の延長を条件として「ベース」改訂を行おうとする傾向がみられる。 

(4)基準「ベース」である標準作業量の引上げ,或いは生産褒賞金額の最高制限等が一部に見られ
る。 

第四五表 「きまつて支給する給与額」に対する「特別に支払われた給与額」の割合
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四   賃 金
(四)   賃金不払の状況

二五 労働基準局調の賃金不払事件措置状況報告によると,その各月発生件数は本年上年期においては各月
増加し,七月においては二,九三五件に達したが,七月を頂点として漸次減少傾向をたどつていた。しかしな
がら,一二月においても,いまだ二,一四五件に及んでいること及び不払金額の減少が微弱であることは,特
需景気が決して全般的なものではなく,いまだに事業不振に苦しんでいる面のあることを物語つている。
(第四六表参照)

第四六表 賃金不払各月発生規模別事業場数

第九図 全都市消費者物価指数の推移
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第一〇圖 勤労者家計実収支の推移
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第一圖 実質家計費指数の推移
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